
（平成２３年１月１９日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 9 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認山形地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



 

山形厚生年金 事案 1165 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所における資格

取得日に係る記録を平成５年９月 22 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

16万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 平成５年９月 22日から同年 10月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、申立期

間について厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答をもらった。 

しかし、私は、平成５年４月にＣ株式会社Ｄ事業所に入社し、同年９月

22 日にＡ株式会社Ｂ事業所に転勤となった。両社は系列会社で給与も引き

続き支給され、厚生年金保険料も控除されていたが、申立期間について厚

生年金保険に加入した記録が無いのはおかしいので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社Ｂ事業所から提出された人事異動簿及び雇用保険の加入記録か

ら判断すると、申立人が申立期間について同社に勤務し（平成５年９月 22 日

にＣ株式会社Ｄ事業所からＡ株式会社Ｂ事業所に異動）、申立期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所

における平成５年 10 月の社会保険事務所（当時）の記録から 16 万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は納付していないとしている上、当該事業所が保管している健

康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認通知書により、同事業所は申立人

の資格取得日を平成５年 10 月１日として社会保険事務所に届出を行ったこと



 

が確認できることから、社会保険事務所は、申立人に係る同年９月分の保険

料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 



山形国民年金 事案 354 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年４月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 15年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56年４月から 60年３月まで 

社会保険事務所（当時）で納付記録を確認したところ、申立期間につい

て申請免除期間となっており納付した記録が無いとの回答をもらった。 

しかし、昭和 61 年５月に過去の申請免除期間の保険料を追納したはずで

あり、当該期間について申請免除期間とされていることに納得がいかない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の長男が、申立人の納付記録（年金記

録）の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立書と共に提出のあった申立人の夫の手紙には、「妻は、昭和 61 年５月

頃に、自宅に来た国民年金の集金人に、過去の申請免除期間の追納金として

20 万円を渡した。」旨の記載があるが、当時の状況を知る申立人及びその夫

は既に死亡していることから、申立人が追納したとする具体的状況が不明で

ある。 

また、申立期間は申請免除期間であることから、申立期間について国民年

金保険料を納付する場合は追納の手続が必要となるが、申立人の夫の手紙に

は同手続が行われたことをうかがわせる記載は無い。 

さらに、Ａ市では、国民年金被保険者名簿は既に廃棄されており、申立内

容について確認することができない上、同市の回答でも「資料が無く不明で

ある。」としていることから、申立人が追納したことを裏付ける事情は見当

たらない。 

このほか、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付したことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、ほかに当該期間の保険料が

納付されたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 



これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



山形国民年金 事案 355 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 36年 12 月から 41年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年 12月から 41年９月まで 

社会保険事務所（当時）に国民年金保険料の納付記録について確認した

ところ、申立期間について納付した記録が無いとの回答をもらった。 

しかし、私は、国民年金の集金人に月々の保険料を渡していたので、申

立期間の保険料が未納とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人の国民年金手帳記号番号の前後に

番号が払い出されている任意加入被保険者の資格取得日から、申立人は、昭

和 43 年５月頃に国民年金の加入手続を行ったものと推認され、これを前提と

すれば、この時点では、申立期間のうち 36 年 12月から 41年３月までの国民

年金保険料は、時効により納付することができない。 

また、申立人は、申立期間及びその前後を通じてＡ市以外に住所の異動が

無いとしていることから、申立期間当時、申立人に対し別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人が所持する年金手帳は、昭和 43 年５月 28 日に発行されて

いることが確認できる上、同手帳には、41 年 10 月１日に国民年金の被保険

者資格を取得した旨の記載があるところ、当該記載は、Ａ市が保管している

国民年金被保険者名簿に記載された資格取得日と一致している。 

加えて、申立人が所持する国民年金保険の領収証書を見ると、昭和 41 年

10 月から 42 年３月までの保険料を 47 年５月 18 日に特例納付していること

が確認できるところ、特例納付は制度上、先に経過した月の分から順次納付

することとされていることから、当該納付日の時点では、申立期間は未加入

期間であり、保険料を納付できない期間であったものと考えられるが、これ



らの記録に反して、申立人が申立期間に国民年金に加入し、保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間について国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料

を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



山形国民年金 事案 356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年３月から同年 10 月までの期間、61 年２月及び同年３月、

63 年８月及び同年９月並びに平成６年８月及び同年９月の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 60年３月から同年 10月まで 

② 昭和 61年２月及び同年３月 

③ 昭和 63年８月及び同年９月 

④ 平成６年８月及び同年９月 

年金事務所に国民年金保険料の納付記録について照会したところ、申立

期間について、納付事実が確認できなかったとの回答をもらった。 

しかし、各申立期間の国民年金保険料については、母が役場の窓口にお

いて現金で納付しており、各申立期間の保険料が未納とされていることに

納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由     

申立人は、転職の都度、その母親が国民年金保険料を納付していたと主張

しているが、申立人自身が保険料納付に直接関与していない上、母親から聴

取しても、各申立期間の保険料納付をうかがわせる具体的な供述は得られな

かった。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号

番号は昭和 61年 11 月 12日に社会保険事務所（当時）からＡ町（現在は、Ｂ

町）に払い出されていることが確認できるところ、戸籍の附票によると、申

立人は昭和 60 年３月以降、Ａ町以外に住所の異動が無く、申立人に対し別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当た

らないことから、申立人は国民年金の加入手続をこの時期に行っているもの

と推認できるが、当該手帳記号番号払出時点で、申立期間①及び②に係る保

険料は過年度保険料となるため、Ａ町役場において現年度納付することはで



きない上、Ｂ町では、「Ａ町役場では過年度保険料は扱っていなかった。」

旨の回答をしており、役場の窓口で納付したとする申立人の主張とは一致し

ない。 

さらに、申立期間③及び④に係るオンライン記録は、社会保険事務所にお

いて平成 13 年８月 20 日に記録補正が行われ、国民年金の加入記録を遡って

追加したため未納期間となったことが確認できることから、申立期間③及び

④当時は未加入期間であり、制度上、保険料を納付することはできない期間

である。 

加えて、申立期間について国民年金保険料を納付していたことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 



 

山形厚生年金 事案 1166 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年 11月から 53年４月まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したと

ころ、申立期間について、加入していた事実が確認できなかったとの回答

をもらった。 

しかし、私は、毎年冬期間の季節雇用者としてＡ株式会社に勤務し、Ｂ

業務を行っていた。申立期間について厚生年金保険に未加入とされている

ことに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険の加入記録及び同僚の供述から、申立人は、申立期間の

一部について、Ａ株式会社に勤務していたことが確認できる。 

しかしながら、当該事業所に対し、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料

控除の状況について照会したところ、「関係書類は廃棄済みのため不明であ

る。」旨回答しており、申立内容を確認できる関連資料及び供述等は得られ

なかった。 

また、当該事業所が加入するＣ健康保険組合に対し、申立人の加入記録に

ついて照会したところ、「現在管理する電算記録に申立人の加入記録は無い

ほか、当組合では申立期間当時の関係届書を全て保管しており、当該期間の

届書を点検したが、申立人が当組合の被保険者として健康保険に加入したこ

とを確認できる関係届書は見当たらない。」旨回答しており、申立内容を確

認できる供述等は得られない。 

さらに、当該事業所が申立期間当時加入していたＤ厚生年金基金（平成＊

年に解散。）の事務を承継する企業年金連合会に対し、申立人の加入記録に

ついて照会したところ、「申立人に係る厚生年金基金の加入記録については、



 

当連合会では管理されていない。」旨回答しており、申立内容を確認できる

供述等は得られない。 

加えて、申立人は、冬期間の季節雇用者として申立期間の毎年 11 月頃から

翌年４月頃まで当該事業所に勤務した旨主張しているが、雇用保険の記録に

よると、申立人は、当該期間中に同事業所とは異なる複数の事業所に勤務し

ていたことが確認でき、申立人の主張とは一致しない。 

その上、オンライン記録によると、申立人が共に季節雇用者として勤務し

ていたとして名前を挙げた同僚３人についてもＡ株式会社に係る厚生年金保

険の加入記録が無いほか、当該同僚及び同事業所に係る厚生年金保険被保険

者名簿から、申立期間当時、同事業所に勤務していたことが確認できる者の

うち、所在が確認できた 23 人に対し、申立人の勤務実態等について照会した

ところ８人から回答を得られたが、申立人が厚生年金保険料を控除されてい

たことをうかがわせる供述は得られない上、このうち一人は、「季節労働者

として一緒に勤務していた同僚に聞いたところ、当時は厚生年金保険に加入

させてもらえず、医療保険も会社では加入させてもらえなかったので、役場

から国民健康保険の遠隔地証の交付を受け持参していたと言っていた。」旨

供述している。 

このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

山形厚生年金 事案 1167 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53年 12月 19日から平成７年１月１日まで 

日本年金機構から送付された「ねんきん定期便」の記録と、勤務してい

た株式会社Ａから支給された給与月額を記載した家計簿を対比すると、当

該家計簿に記載された給与月額の方が高額になっているので、申立期間に

ついて、実際の給与月額に見合った標準報酬月額の記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ａ（以下「本店」という。）の支店という立場で店舗

を経営し、家計簿に記載のとおり本店から給与を支給され、自身に支給され

た給与の中から独自に雇用したアルバイトの給与を支給していた旨主張して

いる。 

一方、本店では、申立人に支給すべき総支給額から、アルバイトの給与及

び経費を控除した残余を給与として支給していたと供述しており、申立期間

当時の厚生年金保険料の控除額が確認できる資料として、昭和 57 年１月分及

び平成４年３月分の賃金台帳が提出されたところ、当該台帳に記載されてい

る厚生年金保険料控除額に見合う標準報酬月額は、健康保険厚生年金保険被

保険者原票及びオンライン記録の標準報酬月額と一致している。 

また、当該被保険者原票及びオンライン記録の標準報酬月額が遡って減額

訂正処理された形跡もない。 

さらに、申立人が名前を挙げ、かつ、上記賃金台帳に記載された同僚二人

についても、賃金台帳で確認できる厚生年金保険料の控除額に見合う標準報

酬月額は、健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンライン記録の標準報

酬月額と一致している。 



 

このほか、申立人から提出のあった家計簿からは、給料及びアルバイトへ

の支払額の記載は確認できるものの、厚生年金保険料の控除を推認できる記

載は無く、当該家計簿から申立期間の厚生年金保険料の控除額を推認するこ

とは困難である上、ほかに申立人が主張する標準報酬月額に相当する厚生年

金保険料が控除されていたことを示す給与明細書等の関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

山形厚生年金 事案 1168 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44年 11月 20日から 46年８月 30日まで 

             ② 昭和 46年 12月１日から 48年８月 15日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したと

ころ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実が無い旨の回答

をもらった。 

しかし、私は、申立期間①はＡ事業所に、申立期間②はＢ事業所に勤務

し、給与から厚生年金保険料が控除されており、申立期間について厚生年

金保険に未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、オンライン記録及び事業所名簿によると、Ａ事業所

は厚生年金保険の適用事業所としての記録が確認できない。 

また、申立人は正確な事業主の名前及び同僚の氏名を記憶していない上、

商業登記簿においてもＡ事業所は確認できないことから、申立人の申立期間

①における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認することができ

ない。 

申立期間②について、Ｂ事業所に係る厚生年金保険被保険者名簿において、

同事業所が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 50 年５月１日に被保険者

資格を取得したことが確認できる者 10 人のうち、住所が判明した３人に照会

したところ、回答が得られた二人のうち一人は、「申立人はＣ業務に従事し

ていた。」旨供述しており、期間の特定はできないものの、申立人は同事業

所に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、オンライン記録及び事業所名簿では、Ｂ事業所は昭和 50 年

５月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間当時は厚生年



 

金保険の適用事業所ではないことが確認できる。 

また、Ｂ事業所は、昭和 52 年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっており、元事業主も既に死亡しているため、申立人の勤務実態及び

厚生年金保険料の控除を確認できる関連資料及び供述等は得られない。 

さらに、前記回答が得られた同僚は、「自分も厚生年金保険には昭和 50 年

５月から加入しているが、46 年９月からＢ事業所に勤務していた。保険料の

控除に関しては何も分からない。」旨供述している。 

このほか、申立期間①及び②について厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



 

山形厚生年金 事案 1169 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： ① 昭和 31年９月 20日から同年 12月 21日まで 

            ② 昭和 31年 12月 26日から 32年２月５日まで 

        ③ 昭和 32年２月６日から同年３月 12日まで 

年金事務所に船員保険の加入期間について照会したところ、申立期間に

ついて、船員保険の加入記録が無い旨の回答をもらった。   

しかし、私は、船員手帳に記載されているとおり、昭和 31 年９月から船

舶Ａに乗船し、途中下船はしたものの、雇い止めとなった 32 年３月まで勤

務していたので、申立期間について、船員保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する船員手帳の記録によると、申立人は、昭和 31 年９月 20

日に船舶Ａの船員として雇い入れられ、同年 12 月 20 日に雇い止めされた後、

再び同年 12 月 26 日に雇い入れられ、32 年３月 11 日に雇い止めされたこと

が確認できる。 

しかしながら、船舶所有者台帳によると、申立人が乗船していたとする船

舶Ａは、船員保険の適用事業所として確認できない。 

また、申立人は、船舶Ａの船舶所有者の親族が経営するＢ株式会社に係る

船員保険被保険者名簿において、昭和 32 年２月５日に資格取得及び同日に資

格喪失と記載されていることが確認できるものの、当該記録以外に申立期間

における船員保険の加入記録は見当たらない。 

さらに、Ｂ株式会社に係る上記被保険者名簿において、申立期間当時、船

員として乗船していたことが確認できる者９人に対し、申立人の乗船実態及

び保険料控除の状況を照会したところ、４人から回答を得られたが、いずれ



 

も「自分は船舶Ａには乗船していない。申立人が船舶Ａに乗船していたか否

かは分からない。」としており、申立てを裏付ける回答を得ることができな

かった。 

加えて、申立人が所持する船員手帳において、申立期間当時、船舶Ａの船

長と記載されている二人に対し、申立人の乗船実態及び保険料控除の状況を

照会したところ、申立期間②及び③当時の船長とされる一人から回答を得ら

れたが、「自分は当時、船舶Ａの船長をしていたが、申立人が申立期間につ

いて船舶Ａに乗船していたか否かは分からない。船員手帳の記載と船員保険

の記録が合わない人は多いようだ。」としており、申立てを裏付ける回答を

得ることができない。 

その上、申立期間当時の船舶所有者は既に死亡していることから、申立て

を確認できる関連資料及び供述が得られない。 

このほか、申立人の申立期間における船員保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

山形厚生年金 事案 1170 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40年４月１日から 45年４月１日まで 

社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会したと

ころ、申立期間について厚生年金保険に加入していた事実が確認できなか

ったとの回答をもらった。 

しかし、私は、申立期間にＡ株式会社に勤務しており、厚生年金保険に

未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が勤務したとするＡ株式会社は、オンライン記録において、厚生年

金保険の適用事業所としての記録が確認できない上、商業法人登記簿におい

ても、同社は確認できない。 

また、申立人は申立期間当時の正確な事業主の名前を記憶していないこと

から、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについ

て確認することができない。 

さらに、申立人が記憶している同僚３人については、個人を特定すること

ができず、所在が不明であることから、申立人の勤務実態等について確認す

ることができない。 

加えて、申立人は、申立期間後、Ｂ株式会社に勤務したとしているが、申

立人の同社における雇用保険の被保険者資格取得日は昭和 44年 10 月 12日と

なっていることから、申立期間のうち同日以降は同社に雇用されていたこと

が確認できる。 

このほか、申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



 

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



 

山形厚生年金 事案 1171 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  ① 昭和 34年 11月 20日から 35年４月１日まで 

                  ② 昭和 35年 11月 20日から 36年１月 20日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入期間について照会したところ、各申立

期間について、加入していた事実が確認できなかったとの回答をもらった。 

しかし、私は、各申立期間にＡ株式会社に勤務しており、Ｂ業務に従事

していた。毎年、冬期間に同社で働いており、申立期間については、Ｂ業

務に関連する資格試験を受験していることから勤務していたことは間違い

ない。各申立期間について未加入とされていることに納得がいかない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の弟である元同僚の供述から、各申立期間について、申立人がＡ株

式会社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、当該事業所では、申立人の勤務実態及び厚生年金保険の加入の有

無について、「申立期間当時の関連資料が無く不明であり、季節労働者の厚

生年金保険の取扱いについても分からない。」としており、申立人の勤務実

態等を確認できる供述は得られなかった。 

また、申立人が名前を挙げた同僚及び当該事業所に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿から抽出した同僚 14 人に対し、申立人の勤務実態及び厚生

年金保険の加入の有無等について照会したところ、９人から回答を得られた

が、申立人の厚生年金保険料控除をうかがわせる供述は得られなかった。 

さらに、上記被保険者名簿において、健康保険の整理番号に欠番は無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる給与明細書等の関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



 

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


